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市川市市川駅南口図書館指定管理者募集要項 

 

下記の公の施設を指定管理者による管理とするため、指定管理者を募集する。 

※１回目の募集に対する応募申請者が１団体であったことから再募集を行うもの 

 

1. 設置目的 
市川市立図書館の設置及び管理に関する条例（平成 20 年条例第 39 号）を引用。以下「図書館

条例」という。） 

本市は、図書、記録その他必要な資料を収集し、整理し、保存して、一般公衆の利用に供し、

その教養、調査研究、レクリエーション等に資するため、図書館法(昭和 25 年法律第 118 号。以

下「法」という。)第 10 条の規定に基づき、図書館を設置する。 

 

2. 公募対象施設の概要 
名 称： 「市川市市川駅南口図書館」 

所在地: 市川市市川南 1 丁目 10 番 1 号 

 

構 造 鉄筋コンクリート造 

I-link（アイリンク）タウンいちかわ ザ タワーズ ウエスト 45 階建て 3 階部分 

延 床 面 積  図書館専有面積：573.03 ㎡ 共有部分（エントランス等）：406.55 ㎡ 

開設年月日 平成 21 年 4 月 30 日 

蔵 書 冊 数  一般書：約 70,000 冊、児童書：約 13,000 冊、雑誌：約 40 タイトル 

ＤＶＤ：約 1,000 点 他（令和６年度末） 

駐 車 場 等  図書館専用の駐車場、駐輪場はなし 

 

（１） 指定施設の範囲 

指定管理者が管理する指定施設の範囲は、市川市市川駅南口図書館及び隣接のトイレ、エントラ

ンスホール等とする。詳細は、資料１～３を参照のこと。 

（２） 備品 

市川市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が無償で使用させる備品は、資料４「教育委員会

が用意する市川市市川駅南口図書館管理運営用備品」のとおりとする。ただし、備品が毀損した場合

は、速やかに教育委員会に報告し、修繕が必要な場合の費用の負担は、原則として指定管理者の責

めに帰すべき事由の場合は指定管理者が行い、それ以外の場合は、指定管理者と教育委員会が協

議して決定するものとする。 

（３） 市川市市川駅南口図書館の特色 
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① 短時間滞在型の駅前情報拠点。 

② ＩＣＴ（情報コミュニケーション技術）を活用した図書館サービス。 

③ ビジネス支援サービス。 

④ 健康・医療情報提供の充実。 

⑤ 地域との連携。 

 

3. 指定管理者の指定の基準 
市川市市川駅南口図書館の指定管理者の指定の基準は、安全かつ円滑に対象施設を管理運営で

きる法人、又はその他の団体（個人は除く）であって、市川市公の施設の指定管理者の指定の手続等に

関する条例(平成 16 年条例第 2 号。以下「手続条例」という)第 2 条に定める基準を満たすものとする。 

 

4. 指定管理者が行う業務の範囲 
業務の範囲は以下のとおりとする。（図書館条例第 16 条第 2 項） 

① 法第 3 条各号（第 5 号を除く。）に掲げる事項を行うこと。 

② 図書館利用券を交付し、及び再交付すること。 

③ 館外貸出しの承認を行うこと。 

④ 入館を禁じ、及び退館を命ずること。 

⑤ 施設等の維持管理（軽微なものに限る。）を行うこと。 

⑥ その他前各号に掲げる業務を行うに当たり必要な行為をすること。 

    詳細については、別添「市川市市川駅南口図書館指定管理者管理運営仕様書」による。 

 

5. 指定管理者が行う管理の基準 
指定管理者が行う市川市市川駅南口図書館の管理の基準は、手続条例に定めるもののほか、図書

館条例第４条、第６条第３項及び第４項並びに第９条から第１４条までに定めるところによる。 

（１） 館外貸出しの対象者 （第４条） 

法第 3 条第 1 号に規定する図書館資料（以下「図書館資料」という。）の館外貸出し（以下「館外貸出

し」という。）を受けることができるものは、本市に住所を有し、勤務し、又は通学する者及びこれらの者で

構成される団体であって読書会等を主催するものとする。ただし、指定管理者が適当と認めるものは、こ

の限りではない。 

（２） 図書館利用券の交付及び再交付  （第 6 条第 3 項、第 4 項） 

指定管理者は、（申請に基づき）登録をしたときは、申請をしたものに対し、図書館利用券を交付する

ものとする。図書館利用券の交付を受けたものは、当該図書館利用券を壊し、汚し、又は失ったときは、 

教育委員会規則で定めるところにより、指定管理者に申請して、その再交付を受けることができる。 

（３） 館外貸出しの承認 （第 9 条） 

館外貸出しを受けようとするものは、図書館利用券を提示して、指定管理者の承認を受けなければな
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らない。 

（４） 館外貸出しができる図書館資料等 （第 10 条） 

館外貸出しを受けることができる図書館資料及びその数量並びに期間は、次の表のとおりとする。た

だし、指定管理者が必要と認めるときは、これらを変更することができる。 

 

区分 館外貸出しを受けることが

できる図書館資料 

館外貸出しを受けることが

できる図書館資料の数量 

館外貸出しを受けることが

できる期間 

個人 図書 20 館外貸出しの承認を受けた

日から起算して 15 日 コンパクトディスク 3 

ビデオテープ 2 

ビデオディスク 2（試行） 

団体 図書 無制限 館外貸出しの承認を受けた

日から起算して 31 日 

コンパクトディスク 3 館外貸出しの承認を受けた

日から起算して 15 日 

 

（５） 館外貸出しの制限 （第 11 条） 

図書館資料のうち貴重図書その他教育委員会が指定するものは、館外貸出しは行わない。 

館外貸出しを受けた図書館資料は、他に譲渡し、又は転貸してはならない。 

（６） 開館時間 （第 12 条） 

午前 9 時 30 分から午後 9 時（日曜日、土曜日及び祝日法に規定する休日にあっては、午後６時）ま

でとする。ただし、指定管理者が教育委員会の承認を得たときは、これを変更することができる。 

（７） 休館日 （第 13 条） 

① 月曜日（その日が祝日法に規定する休日に当たるときは、その日後においてその日に最も近い祝

日法に規定する休日以外の日） 

② 毎月末日（その日が①に掲げる日、日曜日、土曜日又は祝日法に規定する休日に当たるときは、

その日前においてその日に最も近い①に掲げる日、日曜日、土曜日及び祝日法に規定する休日

以外の日） 

③ 1月1日から同月4日まで 

④ 12月28日から同月31日まで 

ただし、指定管理者が教育委員会の承認を得たときは、これを変更することができる。 

（８）入館の制限等 （第 14 条） 

指定管理者は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、図書館を利用するもの（第 1 号及び

第 2 号において「利用者」という。）に対し、入館を禁じ、又は退館を命ずることができる。 
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① 利用者が公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあるとき。 

 ② 利用者が図書館の施設、附属設備又は図書館資料（以下「施設等」という。）を壊し、汚し、又は失

わせるおそれがあるとき。 

③ その他図書館の管理運営上支障を生ずるおそれがあるとき。 

 

6. 指定の予定期間 
令和 9 年 4 月 1 日から令和 14 年 3 月 31 日まで（5 年間）。 

 

7. 法令等の規定と遵守 
指定管理者は、次の法令等及びその他関連する法令を遵守しなければならない。 

（１） 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） 

（２） 図書館法（昭和 25 年法律第 118 号） 

（３） 社会教育法（昭和 24 年法律第 207 号） 

（４） 著作権法(昭和 45 年法律第 48 号) 

（５） 子どもの読書活動の推進に関する法律（平成 13 年法律第 154 号）、文字・活字文化振興法（平

成 17 年法律第 91 号）、ほか図書館を運営するうえで関係する法令等 

（６） 労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）その他の労働関係法令 

（７） 消防法（昭和 23 年法律第 186 号） 

（８） 遺失物法（平成 18 年法律第 73 号） 

（９） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）、市川市暴力団排

除条例（平成 24 年条例第 12 号） 

（１０） 個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号。以下「個人情報保護法」という。）、市川

市個人情報の保護に関する法律の施行に関する条例（令和 4 年条例第 26 号。以下「保護条例」と

いう。）及び市川市個人情報の保護に関する法律の施行に関する規則（令和 5 年規則第 23 号。以

下「保護規則」という。） 

（１１）  障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律(平成 25 年法律第 65 号) 及び障害を理由

とする差別の解消の推進に関する法律の一部を改正する法律（令和３年法律第５６号） 

（１２） 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号） 

（１３） 市川市公文書公開条例(平成 9 年条例第 2 号。以下「公開条例」という。)及び市川市公文書公

開条例施行規則(平成 9 年規則第 52 号。以下「公開規則」という。) 

（１４） 手続条例及び市川市教育委員会公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する規則（平成

20 年教育委員会規則第 12 号。以下「手続規則」という。） 

（１５） 公の施設の指定管理者制度の運用に関する指針（平成 16 年制定。以下「指針」という。）  

（１６） 図書館条例及び市川市立図書館の設置及び管理に関する条例施行規則（平成 21 年規則第 6

号。以下「図書館規則」という。） 
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（１７） 市川市公契約要綱（平成 30 年制定。以下「公契約要綱」という。） 

なお、手続条例、手続規則、指針、図書館条例、図書館規則、保護条例、保護規則、公開条例及

び公開規則については、市川市公式 Web サイトで見ることができる。 

（１８） 市川市防犯カメラの適切な設置及び利用に関する条例（平成１７年条例第 7 号）及び施行規則

（平成 17 年規則第 11 号） 

 

8. 審査の手順及び日程（再募集）           
項  目 日  程 

募集要項等の公表、配布 令和 8 年 7 月 23 日(木)～令和 8 年 8 月 13 日(木) 

申請予定団体現地見学会 令和 8 年 7 月 27 日(月) 

質問書の受付 令和 8 年 7 月 23 日(木)～令和 8 年 8 月 13 日(木) 

申請書類提出受付期間 令和 8 年 8 月 14 日(金)～令和 8 年 8 月 25 日(火) 

ただし、8 月 17 日（月）及び 8 月 24 日(月)を除く 

第一次審査（書類審査） 令和 8 年 8 月下旬～9 月上旬予定 

第二次審査（指定管理者候補者選定審査会） 令和 8 年 9 月予定 

指定管理者候補者選定結果の通知 令和 8 年 10 月予定 

令和 8 年 12 月市議会定例会 指定管理者の議案提出 令和 8 年 10 月予定 

令和 8 年 12 月市議会定例会 指定管理者の指定 令和 8 年 12 月 

指定管理者指定通知 令和 8 年 12 月予定 

協定締結 令和 9 年 3 月下旬 

 

9. 指定管理者候補者選定の審査事項 
 資料 5「指定管理者選定評価表」参照 

 

10. 指定施設の管理運営に要する費用の予定上限額（消費税 10%を含む） 
  指定管理料の基準額は、以下のとおりとする。 

令和 9 年度 85,295,000 円 

令和 10 年度 85,295,000 円 

令和 11 年度 85,295,000 円 

令和 12 年度 85,295,000 円 

令和 13 年度 85,295,000 円 

計（上限額） 426,475,000 円 

応募に当たっては、基準額以内の額で指定管理料を提示すること。提案額（収支計画）において、

指定管理料がこの上限額を超えている申請は、失格とする。 
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11. 応募に関する事項（応募資格） 
（１）応募資格者は「３ 指定管理者の指定の基準」を充たした法人又は団体・グループ（以下

「法人等」という）とする。また、３者以内の法人等で連合体を構成して応募することもでき

る。 

（２）次のいずれかに該当する法人等は、応募団体または連合体の構成員となることはできない。 

① 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者 

② 会社更生法の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの更生手続き開始決定がな

されていない者 

③ 民事再生法の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの再生手続き開始決定がな

されていない者 

④ 直近２年間の法人税、消費税、地方消費税、千葉県税及び市川市税の滞納がある者 

⑤ 当該団体の責に帰すべき事由より、指定の取消しを受けたことがある者 

⑥ 本市から競争参加資格停止又は指名除外を受けている者 

⑦ 次に掲げる暴力団排除措置事由に該当しないこと 

ア 応募者（共同事業体の場合は団体構成員も含む）又は応募者の役員等（役員、代表者、

理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下「役員等」という。）が

市川市暴力団排除条例（平成 24年市川市条例第 12号）第 2条第 1号に規定する暴力

団（以下「暴力団」という。）、同条第 2号に規定する暴力団員又は同条第 3号に規定

する暴力団員等（以下「暴力団員等」という。）、又は暴力団及び暴力団員等並びに暴

力団及び暴力団員等と密接な関係を有する者（以下「暴力団等」という。）であると

認められるとき。又は暴力団若しくは暴力団員等が応募者の経営に実質的に関与して

いると認められるとき。 

イ 応募者（共同事業体の場合は団体構成員も含む）又は応募者の役員等が、自己、自社

若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目的をもって、

暴力団等を利用するなどしていると認められるとき。 

ウ 応募者（共同事業体の場合は団体構成員も含む）又は応募者の役員等が、暴力団等に

対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の

維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

エ 応募者（共同事業体の場合は団体構成員も含む）の役員等が、暴力団などと社会的

に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

⑧ 応募者（共同事業体の場合は団体構成員も含む）又はその役員等が、（役員、代表 

者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が市長、副市長、教育長、 

固定資産税評価員、監査委員、国会議員、千葉県議会議員及び市川市議会議員本人又は 

親族（子、配偶者、本金父母若しくは兄弟姉妹、又は配偶者の兄弟姉妹に限る。）に該当 
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する者（但し、市が資本金、基本金その他これらに準ずるものの 2分の 1以上を出資し 

ている法人を除く。） 

（３）連合体による応募 

  ３者以内の法人等が連合体を構成して応募する場合は、予め連合体結成の協定書により定 

められた代表者が申請手続きを行うこと(他の法人等は構成員となる)。なお、複数の申請 

団体・連合体において同時に構成員となることはできない。 

 

 

12. 応募手続き（提出書類）等 
（１） 配布方法 

様式等を市川市公式 Web サイトからダウンロードすること。 

（２） 配布期間 

   令和 8 年 7 月 23 日(木)午前 10 時～令和 8 年 8 月 13 日（木）午後 5 時 

（３） 申請予定団体現地見学会 

① 日時  令和 8 年７月 27 日(月)  ※ 個別に時間を設定する予定 

② 集合場所等 市川市市川駅南口図書館正面エントランス 

③ 参加方法等 

・ 参加を希望する場合は、令和 8 年 7 月 24 日(金) 午後 3 時までに、別紙１「指定管理者申請予

定団体現地見学会参加申込書」に必要事項を記入のうえ電子メール（「21.問合せ先」を参照）で

申込みをすること。集合場所と時間を令和 8 年 7 月 24 日(金) 午後 5 時までに連絡する予定。 

（４） 質問書の受付･回答 

募集要項等の内容に関する質問を、別紙 2「指定管理者申請に関する質問書」により受付、回

答する。電話等口頭での問合せ、回答は原則として行わない。 

① 受付期間  令和 8 年 7 月 23 日(木)午前 10 時～令和 8 年 8 月 13 日（木）午後 5 時まで（必着） 

② 質問方法  市川市教育振興部図書館課 計画グループ担当宛てに電子メールで送付すること。   

（「21.問合せ先」へ送付） 

※メールアドレスは指定管理者の募集及び質疑応答の受付期間のみ利用可能。 

※添付ファイル（WORD またはＰＤＦファイル）で送付すること。 

③ 回答方法  市川市公式 Web サイト上で行う。 

④ 注意事項  団体名及び代表者の記入がない質問書に回答は行わない。 
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（５） 申請書類等一覧 

（申請書類一覧） 

提出書類  内容 様式 枚数 

①指定申請書 ア.一団体で申請の場合 様式 1 号〔その 1〕 1 

イ.共同事業体として申請の場合 様式 1 号〔その 2〕 1 

②事業計画書 その 1 指定管理者としての基本的な考え方【提案】 様式 2 号 1 

その 2 図書館サービスに関する考え方【提案】 様式 3 号 1～2 

その 3 市内図書館ネットワークに関する考え方【提案】 様式 4 号 1～3 

その 4 指定施設における事業計画【提案】 様式 5 号 1～3 

その 5 指定施設における事業提案（地域性）【提案】 様式 6 号 1～2

×S 

その 6 指定施設における事業提案（課題解決）【提案】 様式 7 号 1～2

×S 

その 7 指定施設における事業提案（利便性）【提案】 様式 8 号 1～2

×S 

その 8 指定施設における利用者満足度の向上と苦情解

決等【提案】 

様式 9 号 1～2 

その 9 指定施設における危機管理体制等【提案】 様式 10 号 1～2 

③収支計画書 その 1 収支計画及び経費縮減の考え方【提案】 様式 11 号 1～2 

その 2 収支計画書（指定期間における収支計画）【提案】 様式 12 号 1 

その 3 年度別収支計画書【提案】 様式 13 号 5 

④法人の概要 ※共同事業体の場合は構成員の各法人分も提出 様式 14 号 1 

⑤共同事業体協定書  様式 15 号 3 

枚数はページ数、S は提案数 

（申請書類 記載時の注意） 

※ 事業計画書については、基本理念や運営全般及び提案事業等について記載すること。 

※ 仕様書を考慮のうえ、【提案】：指定施設での運営計画 を記入すること。なお、原則とし

て提出された書類の内容のみで評価を行うので、公立図書館運営の独自性等をアピールす

る場合は、全て記入すること。 

※ 記入に際しては、資料 5「指定管理者選定評価表」を参考にすること。申請書類の内容に

ついては、指示のない限り、令和 8 年 6 月末現在で作成すること。 
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（添付書類一覧） 

添付書類 作成上の注意 

① 法人の登記簿謄本  

② 定款、寄付行為、規約その他これ

らに類する書類 

 

③ 賃借対照表及び損益計算書 直近 3 ヵ年分（設立から 3 年を経過していない場合は設

立時からの賃借対照表及び損益計算書）。 

④ 法人役員名簿及び代表者の経歴

書 

ほかの添付書類に記載のない場合。 

役員名簿に氏名・ふりがな、役職、生年月日を記載。 

⑤ 納税証明書 

（未納の税額がないことの証

明書） 

 
法人税、消費税及び地方消費

税、法人住民税、固定資産税 

 

直近 3 ヵ年分（満たない場合は設立時より直近ま

で）で、法人のものを提出 

・国税の場合 

納税証明書（その３の３） 

(法人税と消費税及地方消費税の未納の税額が

ないことの証明) 

・県税の場合 

納税証明書 

(県税に未納が無いことを証明するもの) 

・市川市税の場合 

完納証明書 

⑥ 会社案内、事業概要等 任意の様式 

⑦ 個人情報保護関連の書類の写し プライバシーマーク又は、ＩＳＭＳ認証の取得を証明する

書類、及び配置予定の従事者のうち個人情報保護の資

格をもつ者がいればその書類 

⑧ 危機管理マニュアル 任意の様式 

（提出時の注意） 

※ 添付書類①～⑤については、共同事業体の場合は構成員の各法人についてそれぞれ提出

すること。 

※ 提出部数は、応募書類、添付書類は A４版で正本 1 部、副本（写し可）を 12 部とする。 

※ 正本は団体名を記入し、副本は「当社」等と表現し、申請団体が特定できないようにす

ること。 

※ 13 部各々一式として、上記書類一覧の順に綴じること。 

※ 表紙を付け左綴じとし目次をつけ、各書類にはページを付けること。 

※ 提出書類には、書類名（略称可）がわかるように右端にインデックスを付けること。 
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※ 上記のほか、市川市が必要とする書類の提出を求めることがある。 

※ 原則として提出された書類のみで評価をするので、独自性などアピールすべき点等があ

る場合はすべて記入すること。 

※ 法人の登記簿謄本等は、発行後 3 ヶ月以内のものとする。 

※ 提案した内容は、十分履行できるものであり、必ず履行すること。 

 

（６） 申請書類の提出方法等 

① 受付期間 

令和 8 年 8 月 14 日(金)～令和 8 年 8 月 25 日(火)の午前 10 時から午後 5 時 

ただし、8 月 17 日（月）及び 8 月 24 日（月）を除く。 

② 提出先・提出方法 市川市教育振興部図書館課 中央図書館事務室（「21.問合せ先」を参照） 

※ 指定管理者担当に事前に電話連絡のうえ、提出書類等一式を持参すること。 

※ 郵送等による提出は受理できない。また、指定した内容以外の書類等も同様。 

③ 提出に関するその他の留意事項 

※ 提出された提案の内容を変更することはできない。 

※ 申請書類に虚偽又は不正の記載があった場合は、申請を無効とする。 

※ 申請書類は理由の如何を問わず返却はしない。 

 

（７） 申請にかかる費用の負担 

申請に必要な費用は、申請者の負担とすること。 

（８） 提供資料の取扱い 

市川市及び教育委員会が提供する資料は、申請に係る検討以外の目的で使用することを禁ず

る。 

（９） 提出資料の取扱い 

市川市及び教育委員会は、指定管理者の公表等必要な場合には、申請書類の内容を許可なく

無償で使用できるものとする。なお、提出された書類は、返却しない。 

 

13. 指定管理者の選定審査等 
（１） 指定管理者の選考･選定方法 

① 第一次審査 

「教育振興部が所管する公の施設の指定管理者候補者選考委員会運営基準」に基づき、教育

振興部内に設置された「指定管理者候補者選考委員会」（以下、「選考委員会」という。）において、

応募者から提出された応募申請書類等について書類審査を実施する。また、必要に応じて応募対

象施設の現地視察を実施する。 

② 第二次審査 
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選考委員会での選考結果を踏まえ、「市川市公の施設の指定管理者候補者選定審査会運営要

綱」に基づき庁内に設置された「指定管理者候補者選定審査会」において審査し、指定管理者候

補者を選定する。 

③ 評価方法 

評価については加点方法を採用し、提案に対する評価項目合計点数(評価表に定める各項目

の合計点数)を算出した後に価格評価点数を加算して、総合評価点数を算出することにより行い、

最も総合評価点数の高い者を候補者とする。 

ただし、手続条例第 2 条に規定する指定管理者の指定の基準に従って設定した各基準評価値

を下回った場合は失格とする。 

また、指定管理者選定評価表に示す「不適切」に 1 項目でも該当した場合も、失格とする。 

なお、価格についても点数評価を行う。評価項目合計点数及び価格評価点数の評価は 1:1 とする。 

 

【総合評価点数】 

総合評価点数＝評価項目合計点数＋価格評価点数 

（評価項目合計点数：価格評価点数＝1:1） 

 評価項目合計点数の合計は 30 点満点とする。 

 価格評価点数＝30 点×（最低提案額／提案額） 

※ 提案額が予定額の制限の範囲内であること。 

 

④ 選定結果の通知 

選定結果は令和 8 年 10 月以降（予定）に文書により通知する。 

（２） 指定管理者の指定 

選定された指定管理者の候補者は、令和 8 年 12 月市議会定例会の議決を経て、指定管理者とし

て指定（最終決定)されることとなる。指定管理者への通知は、令和 8 年１2 月下旬を予定している。 

 

14. 申請内容及び選定結果等についての公表に関する事項 
申請者からの申請内容(提出書類等)については公表しない。ただし、選定結果については公表する。 

 

15. 再募集に関する事項 
１回目の募集に対する応募申請者が１団体であったことから再募集を行う。再募集をしても１団体であっ

た場合には、その団体を「13. 指定管理者の選定審査等」により審査する。 

なお、先に応募した事業計画書等の応募書類は、提出後の変更及び期限切れの書類を除き、そのまま

有効となる。 
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16. 指定管理者の指定の取り消しに関する事項（指針の引用） 
指定を受けた後に、地方自治法第 244 条の 2 第 11 項の規定により、指定管理者の指定を取り消し、又

は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずることができるときは、概ね次のとおりとする。 

ア． 指定管理者が地方自治法第 244 条の 2 第 10 項の指示に従わないとき。 

イ． 指定管理者がその管理する施設の設置目的に反した管理を行っていると認められるとき。 

ウ． 指定管理者が手続条例第 6 条に規定する協定の規定に違反したとき。 

エ． 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）、破産法（平成 16 年法律第 75 号）の適用その他指定管

理者がその管理する施設の管理を引き続き行う財政的能力がなくなったと認められるとき。 

オ． 刑事事件その他の不祥事により指定管理者の信用が失墜したと認められるとき。 

カ． 指定管理者の役員等（役員、代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以

下「役員等」という。）が暴力団若しくは暴力団員等であると認められるとき、又は暴力団若しくは

暴力団員等が乙の経営に実質的に関与していると認められるとき。 

キ． 指定管理者又は指定管理者の役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、

又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団等を利用するなどしていると認められるとき。 

ク． 指定管理者又は指定管理者の役員等が、暴力団等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供

与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認め

られるとき。 

ケ． 指定管理者の役員等が、暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

コ． 不可効力（ 天災等、法令変更、及びその他市川市及び指定管理者の責めに帰すことのできな

い事由をいう。）を起因として指定施設の管理運営業務ができなくなったとき。 

サ． その他指定管理者が指定施設の指定管理者として管理業務を継続することが適当でないと市川

市が認めるとき。 

 

17. 協定 
指定管理者の指定後、協定を締結する。 

協定は、指定期間全体の「基本協定」を締結するとともに、年度ごとに指定管理経費等についての

「年度協定」を締結する。 

市川市公式 Web サイトの指定管理者制度のページに、指針及び協定書雛形を掲載しているので参

照すること。 

 

18. 引継ぎ業務の実施 
(1) 指定管理前の引継ぎ 

現指定管理者との引継ぎについては、協定締結後から指定期間の開始までに、利用者に不安が

生じないよう、教育委員会及び現指定管理者と十分調整、協議を図るものとする。 

なお、引継ぎに要する経費は、指定管理者の負担とする。 
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(2) 指定期間満了後等の引継ぎ 

指定管理者は、指定期間満了したとき又は指定を取り消されたときは、市川市市川駅南口図

書館の管理運営業務が遅滞なく円滑に実施されるよう、教育委員会の指示に従って引継ぎを実施

すること。なお、引継ぎ方法、日時等については、別途協議するものとする。 

また、施設の状態については、通常使用による経年変化を除き、現状の状態を維持しつつ、著しい損

傷がない状態で引き継ぐものとする。 

 

19. 事業継続が困難となった場合の措置 
ア． 指定管理者の責めに帰すべき事由により適正な施設管理が困難となった場合又はそのおそれが

生じた場合は、市は、指定管理者に対して改善勧告を行い、期間を定めて改善策の提出及び実施

を求めることができる。この場合において、指定管理者が当該期間内に改善することができなかっ

たときは、市は、指定管理者の指定を取り消すことができる。 

イ． 指定管理者の財政状況が著しく悪化し、指定に基づく施設管理の継続が困難と認められる場合は、

市は、指定管理者の指定を取り消すことができることとする。 

ウ． ア.又はイ.により指定管理者の指定を取り消された場合には、指定管理者は、市に生じた損害を賠

償しなければならない。 

エ． 不可抗力その他市又は指定管理者の責めに帰すことができない事由により施設管理の継続が困

難となった場合は、市と指定管理者は、施設管理の継続の可否について協議することとする。 

 

20. その他 

（１） モニタリングの実施 

指定管理者のモニタリングに関する実施要領(平成 19 年 11 月施行)に基づき、モニタリングを実施し

ている。市公式 Web サイトの指定管理者制度のページに、「指定管理者のモニタリングに関する実施要

領」を掲載しているので参照すること。 

なお、モニタリングのための会場借上げ料は、指定管理者の負担とする。 

（２） 市川警察署への情報提供 

市川市は市川市暴力団排除条例に基づき、指定管理者選定時または指定期間中、指定管理者から

の暴力団及び暴力団関係者の排除を徹底するため、応募者の役員に関する個人情報（役職、氏名、生

年月日）を市川警察署に提供するものとする。なお、役員に関する個人情報の取り扱いについては指定

管理者に係る暴力団排除措置事由に関する照会にのみ使用する。  

（３） 労働環境の確認 

市川市は公契約要綱に基づき、労働環境の確認を行う。 

指定管理者は、指定期間中（3 年目）に社会保険労務士が行うところの労働条件審査を受審し、それ

に伴う費用は指定管理者が負担するものとする。 

指定管理者は、市川市が行う労働環境の調査に協力しなければならない。 
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市川市は調査結果を踏まえた改善指導を行う場合がある。 

 

21.問合せ先 

市川市教育振興部図書館課 計画グループ 

郵便番号：〒272-0015  住所：市川市鬼高 1 丁目 1 番 4 号 

電話番号：047-320-3346  FAX 番号：047-320-3351 

メールアドレス：LBSOGO@city.ichikawa.lg.jp 

    （ｴﾙﾋﾞｰｴｽｵｰｼﾞｰｵｰ ｱｯﾄﾏｰｸ ｼﾃｨｰﾄﾞｯﾄ ｲﾁｶﾜﾄﾞｯﾄ ｴﾙｼﾞｰﾄﾞｯﾄ ｼﾞｪｲﾋﾟｰ） 

※ このメールアドレスは、指定管理者の募集及び質疑応答の受付期間のみ利用可｡ 
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別紙１ 

Fax．０４７－３２０－３３５１      送信枚数 1 枚（この用紙を含む） 

 

令和８年 月 日 

 市川市教育振興部図書館課   

 計画グループ宛  

指定管理者申請予定団体現地見学会参加申込書  

 

令和8年７月27日(月)に行われる現地見学会への参加を、次のとお

り申し込みます。 

 

記 

 

団体の所在地  

団体の名称  

(ふりがな) 

参加者氏名 

 

 

 

担当部署名  

電話番号  

ＦＡＸ番号  

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 

（任意） 
 

 

※  参加する場合は必要事項を記入し、令和8年7月24日(金)午後3時までに募集要

項「21.問合せ先」へ電子メールにて送付してください。 

※ 当日の集合場所と時間を7月24日(金)午後5時までに、参加者の方へお知らせ

します。(1団体2名まで) 



別紙２ 

Fax．０４７－３２０－３３５１      送信枚数 1 枚（この用紙を含む） 

 

令和８年 月 日 

 市川市教育振興部図書館課  

 計画グループ宛 

指定管理者申請に関する質問書 

団体の名称  

担当部署名  

担当者名  

電話番号  

Fax.番号  

※ １つの質問に質問書１枚で、募集要項「21.問合せ先」へ電子メールで送付してください。 

※  令和8年7月23日(木)～令和8年8月13日(木)午後5時まで（必着）。 

※  この受付期間外に送付された質問書は無効とします。 

※  質問書への回答は市川市公式WEBサイト上に掲載します。 

 

【 質問内容 】 
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